
教 育 庁

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1学 力の向上

(1)給 付型奨学金

家庭の経済状況等に関わらず誰 もが学べる

環境を実現するため、高校生等を対象 とし

た給付型奨学金制度を実施す る。

対象経費

①学校において生徒が主体的に選択する資

格試験、模擬試験、語学合宿等の学習活

動に係る経費

(生徒一人当た り年額)

生活保護 ・住民税非課税50,000円

年収約350万 円未満30,000円

(新)

②都立高等学校等における一人1台 端末整

備に係る経費

(2)児 童 ・生徒の 「確かな学力」の定着 と伸長

都独 自の学力調査を実施 し、調査結果を指

導方法の改善に活用す るほか、児童 ・生徒
一人ひ とりの学力向上に役立てる。

また、児童 ・生徒の学力に課題 を抱える公

立小 ・中学校を対象に、教科指導や補習等

を行 う取組を支援す る。

授業改善に向けた取組

学力格差解消に向けた取組

(3)学 力向上に向けた支援体制の充実

義務教育段階の基礎学力の定着が十分では

ない都立高校生に対 し、外部人材 を活用 し

て個々に応 じた学び直し学習を支援する等

学力向上を図るための体制を構築する。

校内寺子屋

エンカ レッジスクールサポー ト事業

百万円

2,136

1,551

規 模

(28,387人)

52

規 模

(20校)

(15校)

71

規 模

(30校)

(6校)

百万円

1,596

1,289

(29,499人)

62

(20校)

(15校)

80

(30校)

(6校)

百万円

540

262

(△1,112人)

△10

(0校)

(0校)

△9

(0校)

(0校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)理 数教育の推進

科学技術分野に対 して高度な理解力と意欲

を持つ生徒を育成す るため、 「理数教育重

点校」等を指定す るとともに理数に興味 ・

関心を持つ生徒の裾野を拡大する取組 を推

進する。

理数教育重点校の指定

理数研究校の取組

(新)

得意な才能を伸ばす教育 等

(5)「 学びの基盤」プロジェク ト

都立高校生の基盤的な学力の向上のために

必要な調査及び結果分析、教育プログラム

の開発、実践等を行 う。

(新)

(6)「 社会の人材を活用 した教育」の実現

キャリア教育及び産業教育の一環 として、

実際のビジネス活動を体験す る機会を設 け

る取組等を行い、探究的な学習やアン トレ

プ レナーシップ教育等を推進す る。

(新)

(7)教 科 「情報」における指導体制の充実

令和4年 度から 「情報1」 が必修 となるこ

と等を受け、外部人材や補助教材等を活用

し、効果的な授業展開を推進す る。

(8)小 学校教科担任制等推進事業

小学校における発達段階に応 じた指導体制

の一層の充実 と中学校教育への円滑な接続

を図るため、推進校において教科担任制等

の取組を実施する。

百万円

139

規 模

(3校)

(24校)

20

規 模

(6校)

188

100

15

規 模

(10校)

百万円

128

(3校)

(24校)

21

(6校)

0

0

16

(10校)

百万円

11

(0校)

(0校)

△1

(0校)

188

100

△1

(0校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2体 力の 向上

(1)体 力 向上施策 の推進

児童 ・生徒 の基本 的な生活 習慣 を見直 し、

ス ポー ツや運動 に積極 的に親 しむ習慣 を身

に付 け させ 、体力 の向上 を図 る。

(新)

東京都統一体力テ ス トのデジ タル化 等

(2)オ リン ピック ・パ ラ リンピック教 育の レガ シ
ーの推進(一 部再掲)

'、

生活文化スポーツ局に計上されている事

業を含む。
㌧'

東京2020大 会以 降 もオ リンピック ・パ ラ リ

ン ピック教育 の レガシーに係 る特色 ある取

組 を実践 できる事業展 開 を行 うと ともに、

取組及び成果 をま とめて広 く周 知 し、今 後

の大会 開催都市へ と継承 してい く。

文化 プログラム ・学校連携 事業

(新)

夢 ・未来 プ ロジェク ト

東京ユー スボラ ンテ ィア ・バ ンクの運営

パ ラスポー ツ指導者講習会 等

百万円

415

192

223

規 模

(180校)

(50校)

百 万 円

5,352

136

5,216

(190校)

(0校)

百万円

△4,937

56

△4,993

(△10校)

(50校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3い じめ等 の問題解決 に向けた取組

(1)ス クール カ ウンセ ラー活用事 業

い じめ問題 の解決 に向け、全公 立学校 にス

クール カ ウンセ ラー を配置 し、い じめ問題

に組織的 に対応す る体制 を構 築す る。

規 模 全公 立小 ・中学校

全都 立高校 等

シニ ア ・スクール カ ウンセ ラーの配置

(2)心 のケ ア支援事業

児童 ・生徒 にお け るい じめな どの問題行 動

の未然防止 ・解決 を図 る。

24時 間体制 のい じめ電話相 談

問題行動解決 のための専門家派遣

SNSを 活用 した教 育相 談体制の拡充

高校生 のメンタルヘル スに係 るシステ ム

設計 ・開発

(3)学 校 と家庭 の連携推進事業

不登校や い じめ問題 な どに対 し、支援員 が

家庭訪 問を行 うな ど、学校 が家庭 と連携 し

問題解決 に取 り組む。

百万円

7,552

4,894

規 模

(6か 所)

432

123

規 模

(500校)

百万円

6,519

4,851

(6か 所)

272

83

(400校)

百万円

1,033

43

(0か 所)

160

40

(100校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)ス クール ソー シャル ワーカー活用 事業

福祉や 医療等 の専門的な知識 を持 つ人材 を

配置 し、児童 ・生徒 の置 かれ てい る環境 へ

の働 きかけや 、関係機 関 との連携 な どによ

り、 問題 を抱 える児童 ・生徒 を支援 す る。

(5)い じめ総合対策 の推進

児童 ・生徒 のい じめ問題 に対応 し、危機 管

理及び予 防の取組 を実施す る。

臨床心理士等派遣(全 員 面接)

い じめ問題対策連絡協議会

(新)

い じめ問題へ のサポー ト強化

(6)ヤ ングケアラー対策

専 門性 の高 い人材 の確保や 区市町村への支

援 の強化等 を通 じ、ヤ ングケア ラー を早期

に発見 して適切 な支援 につなげ る。

ユー ス ソー シャル ワーカーの専門性 強化

ス クール ソー シャル ワーカーの体制整備

に係 る補助拡充(再 掲)等

百万円

850

規模

(区市町村

61地 区)

43

規模

(2地 区)

1,210

百万円

450

(区 市 町 村

61地 区)

19

(O地 区)

844

百万円

400

(区市町村

0地 区)

24

(2地 区)

366
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4児 童 ・生徒の健全育成の推進

(1)　 Tokyo　 スクール ・コミュニティ ・プロ

ジェク ト

ア 放課後子供教室

区市町村が地域の協力 を得て、学校の余

裕教室や校庭等に子供が安全 ・安心に活

動できる居場所を確保 し、放課後や週末

等における様々な体験活動を推進する。

学童クラブとの一体型の推進 等

250日 以上の開設への支援

活動プログラムの担い手確保への支

援

活動プログラムの内容充実への支援

備品整備の支援

終了時間延長モデル事業への支援

入退室管理システムの導入

特別な支援を必要 とす る子供の受入

イ 地域学校協働活動推進事業

学校 ・家庭 ・地域が一体 となって地域 ぐ

るみで子供を育てる体制を構築 し、地域

学校協働活動の促進を図るとともに、学

習が遅れがちな小 ・中学生等を対象 とし

た学習支援を実施す る。

地域学校協働本部の設置

地域未来塾

統括コーデ ィネーターの配置促進 等

百万円

10,135

3,316

2,664

規 模

(1,186か 所)

(249か 所)

(51か 所)

(40か 所)

(4か 所)

(2地 区)

(3地 区)

587

規 模

(36地 区)

百万円

5,249

3,312

2,658

(1,184か 所)

(248か 所)

(51か 所)

(40か 所)

(4か 所)

(4地 区)

(4地 区)

589

(35地 区)

百万円

4,886

4

6

(2か 所)

(1か 所)

(0か 所)

(0か 所)

(0か 所)

(△2地 区)

(△1地 区)

△2

(1地 区)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 学校 との連携による高齢者の社会参加促進

事業

小 ・中学校の敷地内に地域交流拠点を設

置 し、元気高齢者の社会参加 を促進する

とともに、ソーシャルキャピタルの蓄積

や学校教育にもたらす効果測定等を実施

する。

(2)ス タディ ・アシス ト事業

中学校において、生徒の進学等の進路実現

を目指 し、放課後の教室等を活用 した外部

人材による学習支援を実施す る。

(3)情 報教育に関する啓発 ・指導

SNS東 京ルールを踏まえて、児童 ・生徒

が、デジタル機器や情報通信端末等をより

適正に活用するための指導や、啓発のため

の取組等を実施す る。

学校非公式サイ ト等の監視

SNS東 京ノー トの電子 コンテンツの掲

載 等

百万円

65

57

規 模

(6地 区)

35

百万円

65

73

(6地 区)

31

百万円

O

△16

(0地 区)

4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)都 立学校等における部活動指導の充実

都立学校等の部活動において、部活動指導

員の導入、部活動顧問の資質向上等を推進

することによ り、部活動指導の充実を図る

とともに教員の負担を軽減す る。

都立学校における部活動指導員の配置

中学校における部活動指導員の配置支援

(新)

中学校の部活動における外部指導者の配

置支援 等

(5)防 災教育の推進

災害発生時に、 「まず 自らを守 り、次に身

近な人を助け、さらに地域に貢献できる人

材」を育てるため、都立学校における防災

教育を推進する。

関係機関と連携 した防災教育

防災教育デジタル教材の配信及び活用

等

(6)健 康教育の推進

重要な健康課題であるがん等の疾病や性 に

関する正 しい知識などを身に付 ける健康教

育を推進する。

外部講師による性教育の授業

がん教育における外部講師の活用

(新)

都立高校等での生涯の健康に関する理解

促進及び相談等への支援 等

(7)幼 児教育 ・保育の支援

幼児教育 ・保育の無償化実施に要する費用

の補助等、区市町村への支援を実施する。

百万円

1,929

規 模

(800人)

(612人)

(1,224人)

113

108

規 模

(30校)

(100校)

30

百万円

1,463

(600人)

(613人)

(0人)

175

8

(30校)

(100校)

43

百万円

466

(200人)

(△1人)

(1,224人)

△62

100

(0校)

(0校)

△13
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)就 学前教育 と小学校教育の一層の充実

就学前教育 と小学校教育との一層の円滑な

接続を図るため、地区を指定 し、新たな教

育課程の研究 ・開発を行 うとともに、開発

した教育課程の実践に向けた取組 を展開す

る。

研究開発地区における教育課程の研究 ・

開発

研究指定地区における取組

研究協力地区における取組

(9)多 子世帯に対する授業料支援

3人 以上の子供を育てる世帯に対する経済

的な支援及び少子化対策のために、都立高

校等の授業料について支援す る。

(10)動 物飼育活動の推進

公立小 ・中学校等における学校動物飼育に

係る獣医師の活用を推進す る。

ガイ ドライン活用促進補助

ガイ ドライン活用促進研修会

(新)

(11)子 供を笑顔にするプロジェク ト(仮 称)

'、

生活文化 スポーツ局 に計 上 されてい る事

業 を含む。
㌧ ノ

都内の全公立 ・私立小中高等学校、特別支

援学校を対象に、スポーツ観戦や芸術鑑賞

など多様な体験活動の機会を確保する。

百万円

11

規 模

(1地 区)

(1地 区)

(1地 区)

96

7

4,433

百万円

13

(1地 区)

(1地 区)

(1地 区)

124

7

0

百万円

△2

(0地 区)

(0地 区)

(0地 区)

△28

0

4,433
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5世 界を舞台に活躍する人材の育成

(1)国 際理解教育の推進

都立高校等にJETプ ログラムや在京外国

人等の外国人英語指導者 を配置 し、授業や

学校行事等における日常的な交流を通 じて

英語教育や国際教育を推進す る。

外国青年招致事業

英語等教育補助員配置

(2)英 語科教員の海外派遣研修

英語科教員等を海外に派遣 し、英語による

指導方法の習得等、教科指導力の一層の向

上を図る。

(3)国 際バカロレアの取組

都立国際高校の国際バカロレアコースにお

いて、国際バカロレアのデ ィプロマ ・プロ

グラムによる授業を展開し、国際的に認 め

られる大学進学資格の取得により海外大学

進学を推進する。

(4)次 世代 リーダーの育成

多様な組織 ・場面の リーダーにな りうる生

徒を育成する 「次世代 リーダー育成道場」

を開設 し、海外留学の支援等を行 う。

リーダー育成プログラム

語学研修

長期留学(1年 間)

百万円

7,191

1,892

303

規 模

(120人)

324

549

債 務 負 担

(597)

規 模

(200人)

百 万 円

7,148

1,895

337

(120人)

372

552

(597)

(200人)

百万円

43

△3

△34

(0人)

△48

△3

(O)

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)英 語教育の推進

公立学校における英語教育の充実のため、

新指定校等による取組を進めるとともに、

新学習指導要領の実施に伴 う小学校の英語

教育指導体制の整備及び英語スピーキング

テス トをアチーブメン トテス トとして本格

実施 し、その結果を都立高校入学者選抜に

おいて活用する。

(新)

新指定校事業

(新)

新推進校事業

小学校の英語教育指導体制の整備

都立高校入学者選抜英語検査改善 等

(6)世 界に発信する 日本の伝統 ・文化教育の充実

日本や東京の伝統 ・文化等への理解 を促進

するとともに、その情報発信力の向上を図

る。

百万円

2,837

規 模

(20校)

(30校)

57

百万円

3,002

(0校)

(0校)

61

百万円

△165

(20校)

(30校)

△4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(7)グ ローバル人材 の育成

　 　 　 TOKYO　 GLOBAL　 GATEWA

Yの 運営補助や 、海外学校 間交流 ・留学生

の受入 を促進す る とともに、JETを 活 用

した学校生活 での英語 の使用機 会 を創 出す

る取組等 によ り、グ ローバル 人材 の育成 を

推進す る。

　 　 　 　 TOKYO　 GLOBAL　 GATEW

AYの 運営補助

多摩地域 にお け る体験型英語 学習施設 の

開設

多言語学習 の充実

国際交流 コンシェル ジ ュの運 用

留学生 の受入促進

海外学校 間交流 の促進

(新)

バーチ ャル に よるTGGプ ログラムの提

供

(新)

都立専 門高校対象海外派遣研修 等

(8)DXに 対応 した英語教育 の推進

オ ンライ ンを活用 した英語 学習の充実 を図

るた めWEBサ イ トで多様 な映像 教材 を体

系化 して掲載す る とともに、DXを 活用 し

グローバル人材 の育成 に関す る取組 や英語

学習教材 につ いて ワンス トップで情報 を提

供で きるWEBサ イ トを構 築す る。

　　　　　TOKYO　 ENGLISH　 CHAN

　　　　　 NEL

(新)

　　　　　Tokyo　 GLOBAL　 Stude

nt　 Navi　 等

百万円

1,049

規 模

(125校)

(37校)

180

百万円

709

(125校)

(0校)

220

百万円

340

(0校)

(37校)

△40
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6特 別支援教育の振興

(1)特 別支援教育の推進(一 部再掲)

子供たちの個性や可能性 を伸ばす教育を推

進するとともに、都立学校における医療的

ケアの充実や特別支援学校におけるスクー

ルバスの配備等、教育環境を整備する。

スクールバスの運行

医療的ケアを必要 とす る児童 ・生徒への

通学支援

医療的ケア児を対象 とした短期乗車制度

医療的ケア児に係 る保護者付添い期間の

短縮化

医療的ケアの充実

人工呼吸器管理事業の実施

高等学校における医療的ケアの充実

スクールバス業務支援事業

学校におけるイ ンクルージ ョンに関する

研究等

特別支援学校における就労支援

青鳥特別支援学校八丈分教室の設置

(新)

スクールカウンセ ラー活用事業(再 掲)

等

(2)発 達障害教育の推進

発達障害教育の指導内容 ・方法の充実を図

るとともに、区市町村に対 して特別支援教

室の運営に係る支援策を実施するなど、発

達障害教育を推進す る。

特別支援教室体制整備

特別支援教育に関す る小 ・中学校への支

援

高等学校における通級による指導の実施

等

百 万 円

21,886

11,969

9,917

百 万 円

21,236

11,069

10,167

百万円

650

900

△250
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7社 会的 ・職業的 自立の支援

(1)社 会的 ・職業的自立意識の育成

生徒 自らが主体的に進路 を選択できるよ

う、普通科高校で企業 ・NPO等 と連携 し

たキャリア教育のプログラムを実施する。

(2)総 合的な不登校 ・中途退学対策(一 部再掲)

社会の教育資源を最大限に活用 し、不登校

児童 ・生徒や高校中途退学者等の社会的 自

立を支援する。

自立支援チーム派遣事業

教育支援センター補助事業

フリースクール等 との連携事業

NPO等 と連携 した学びのセーフティー

ネ ット事業

(新)

フリースクール等に通 う不登校児童 ・生

徒支援

(新)

不登校の未然防止に向けた相談体制の強

化 等

(3)日 本語指導が必要な児童 ・生徒等への対応

日本語指導が必要な児童 ・生徒の抱える課

題を踏まえ、公立小 ・中学校の支援や都立

高校の体制整備等、対応の充実を図る。

帰国 ・外国人児童生徒等に対するきめ細

かな支援事業

(新)

外国人児童 ・生徒の就学促進事業

NPO等 を活用 した 日本語指導が必要な

生徒への支援事業

(新)

日本語指導教材のデジタル化 等

百万円

7,003

90

規 模

(139校)

6,616

規 模

(280人)

(1,000人)

297

規 模

(2地 区)

(11地 区)

(8校)

百万円

6,180

90

(138校)

5,904

(210人)

(0人)

186

(5地 区)

(0地 区)

(4校)

百万円

823

0

(1校)

712

(70人)

(1,000人)

111

(△3地 区)

(11地 区)

(4校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8学 校における働き方改革の推進(一 部再掲)

教員が誇 りとや りがいを持って職務に従事でき

る環境を整備 し、学校教育の質の維持向上を図

るため、地域人材の活用による教員の負担軽減

を図る取組等を推進す る。

スクール ・サポー ト・スタッフ配置支援

スクール ・サポー ト・スタッフ(学 校生活支

援型)配 置支援

学校マネジメン ト強化事業

都立学校における部活動指導員の配置

(再掲)

中学校における部活動指導員の配置支援

(再掲)

(新)

中学校の部活動における外部指導者の配置支

援(再 掲)

社会の力活用事業

負担の大きい校務を担 う教員の時数軽減

(新)

小学校副担任配置支援事業 等

9都 立高校改革の新たな推進(一 部再掲)

都立高校改革推進計画 ・新実施計画(第 二次)

に基づいた改革を推進す る。

Tokyo　 P-TECH事 業の推進

デジタル化に対応 した産業教育設備の充実

(新)

都立専門高校対象海外派遣研修(再 掲)

(新)

教科 「情報」における指導体制の充実

(再掲)

(新)

専門高校のDX推 進のための教員育成

百 万 円

9,761

規 模

(1,879人)

(49人)

(1,028校)

(800人)

(612人)

(1,224人)

(13,500時 間)

(1,133校)

(60人)

2,940

百 万 円

7,185

(1,879人)

(48人)

(615校)

(600人)

(613人)

(0人)

(11,875時 間)

(673校)

(0人)

1,933

百万円

2,576

(0人)

(1人)

(413校)

(200人)

(△1人)

(1,224人)

(1,625時 間)

(460校)

(60人)

1,007
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

10都 立学校施設整備

(1)高 等学校施設整備

ア 改築

基本設計1校

調布北高校

実施設計3校

高島高校

新国際高校(仮 称)

白鴎高校附属中学校

工事着手2校

中野工業高校

桐ヶ丘高校

継続工事10校

神代高校

府中東高校

東村山高校

豊島高校

竹台高校

永山高校

府中高校

日野高校

立川国際中等教育学校附属小学校

立川地区チャレンジスクール(仮 称)

百 万 円

31,342

16,338

15,276

債 務 負 担

(13,624)

百 万 円

34,402

21,421

19,823

(10,154)

百 万 円

△3,060

△5,083

△4,547

(3,470)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 大規模改修

継続工事1校

城東高校

ウ 増改修

継続工事1校

小台橋高校

百万円

538

524

百万円

92

1,506

債 務 負 担

(2,646)

百万円

446

△982
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)特 別支援教育に伴 う施設整備

ア 改築

基本設計2校

中野特別支援学校

戸山地区学園特別支援学校(仮 称)

実施設計6校

村山特別支援学校

青鳥特別支援学校

清瀬特別支援学校

墨田地区第二特別支援学校(仮 称)

北多摩地区特別支援学校(仮 称)

八王子盲学校

継続工事4校

水元小合学園

光明学園

八王子西特別支援学校

南多摩地区特別支援学校(仮 称)

百万円

14,975

3,771

債 務 負 担

(5,481)

百 万 円

12,965

6,682

(17,773)

百 万 円

2,010

△2,911

(△12,292)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 大規模改修

仮設校舎基本設計2校

大泉特別支援学校

八王子東特別支援学校

ウ 増改修

工事着手2校

あきる野学園

墨田特別支援学校(仮 設校舎)

継続工事5校

王子特別支援学校

矢 口特別支援学校

立川学園

町田の丘学園

練馬特別支援学校

(3)都 立学校のゼ ロエ ミツシ ョン化の推進

(一部再掲)

百万円

34

11,170

債 務 負 担

(3,085)

29

百 万 円

30

6,253

(4,249)

16

百 万 円

4

4,917

(△1,164)

13
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

11防 災機 能 の強化(一 部再掲)

〔三蠕 ㌶ 置 網 に計上され〕

天井材や照明器具の落下防止工事など、学校や

保育園等の非構造部材の耐震化を推進する。 ま

た、公立小 ・中学校及び私立学校等のブロック

塀等の撤去及び木塀を含む塀の設置等を支援す

るとともに、都立学校における木柵の設置等を

実施する。

12公 立学校 トイ レ整備

災害時に避難所 となる公立学校の トイ レの洋式

化及び災害用 トイ レの整備等 を推進する。

百万円

1,266

2,322

規 模

(小 中学 校

185事 業)

(都 立 学 校

212事 業)

百万円

2,154

2,939

(小 中学 校

203事 業)

(都 立 学 校

212事 業)

百万円

△888

△617

(小 中学校

△18事 業)

(都立学校

0事 業)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

13公 立学校の空調設置

(1)屋 内体育施設

児童 ・生徒の安全な教育環境を確保すると

ともに、災害時における避難所等 としての

環境を整備するため、屋内体育施設の空調

設置について、公立小 ・中学校の支援 と都

立学校における設置促進 を図る。

小 ・中学校(整 備補助)

小 ・中学校(リ ース補助)

都立学校

(2)特 別教室等

児童 ・生徒の安全な教育環境の確保 と職場

環境の改善のために、特別教室の空調設置

について、公立小 ・中学校の支援 と都立学

校における設置を促進す る。

小 ・中学校(特 別教室)

小 ・中学校(給 食調理室)

都立学校(特 別教室)

14国 産木材の活用促進

教育環境の向上 と国産木材の利用推進のために

都立学校に国産木材を活用 した什器 を整備 し、

改築等に併せて木塀 ・木柵を設置す るとともに

公立小 ・中学校施設の改修や整備等における国

産木材の活用を支援す る。

施設整備補助(小 ・中学校)

物品等小規模整備補助(小 ・中学校)

什器整備(都 立学校)

木塀 ・木柵の設置(都 立学校)

百万円

3,934

1,539

規 模

(11棟)

(9棟)

2,395

債 務 負 担

(1,366)

規 模

(69室)

(54室)

(16校)

621

規 模

(1事 業)

(32事 業)

(11校)

(3校)

百万円

8,823

6,925

(228棟)

(60棟)

1,898

(1,101)

(191室)

(189室)

(18校)

590

(0事 業)

(90事 業)

(11校)

(3校)

百万円

△4,889

△5,386

(△217棟)

(△51棟)

497

(265)

(△122室)

(△135室)

(△2校)

31

(1事 業)

(△58事 業)

(0校)

(0校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

15　 TOKYOス マー ト・スクール ・プ ロジ ェク ト等

(一部再掲)

Society　 5.0を 見据 えて教員 の経験知 とテ ク ノ

ロジー をベ ス トミックス し、子供 たちの学ぶ意

欲 に応 え、子供 たちの力 を最 大限に伸ばすた め

の トー タル ツール として、教 育のデジ タル化 を

強力 に推進す る。

(新)

高校段階 にお ける一人1台 端 末整備 に係 る保

護 者負担軽減策

通信環境 の整備

デ ジタルサ ポー ター(ICT支 援員)の 全校

配置

(新)

TOKYOデ ジタル リーデ ィングハイス クー

ル事業

(新)

区市町村立学校へ のデ ジタル利活 用支援員 の

配置支援

(新)

区市町村立学校へ のGIGAス クール運営支

援セ ンター整備支援

(新)

島 しょ地域 にお けるデ ジタル活 用の推進

小 中学校へ の統合型校務支援 システム導入

等 の体制整備 等

統合型校務支援 システ ムの整備 ・運用

定期考査採点 ・分析 システムの運 用

教育用 ダ ッシュボー ドの整備 等

16(一 財)東 京学校支援機構 の運 営

(一財)東 京学校支援機構 の運 営の支援 を通 じ

て、教員 の負担 を軽減す るとともに、教育の質

の向上 を図 り、多角 的に学校 を支援 す る。

百万円

15,133

債 務 負 担

(193)

854

百 万 円

13,205

(216)

509

百 万 円

1,928

(△23)

345
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